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女性議員の比率（第26回参議院通常選挙後）

女性議員
割合

議員数 女性議員数

衆議院 10.0% 461 46

参議院 26.0% 246 64

合 計 15.6% 707 110

（注１）衆議院は2023年２月13日現在、参議院は2023年３月30日現在の数（衆議院及び参議院ＨＰより）
（注２）都道府県議会は2021年12月31日現在（総務省調べ）
（注３）市区町村議会は2021年12月31日現在（総務省調べ）
（注４）有権者に占める女性の割合：51.7%（令和４年７月10日執行第26回参議院議員通常選挙結果調より）

女性議員
割合

議員数 女性議員数

都道府県議会 11.8% 2,598 306

市区町村議会 15.4% 29,423 4,523

合 計 15.1% 32,021 4,829

１．国会

２．地方議会

参考資料１

〇有権者の51.7％が女性であるにもかかわらず、衆議院議員に占める女性の割合は10.0％、参議院
議員に占める女性割合は26.0％となっている。



女性議員比率の国際比較
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仮に参議院の女性議員比率（26.0%）で比較した場合、

日本の順位は、190か国中84位
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仮に衆議院と参議院の合計の女性議員比率（15.6%）

で比較した場合、日本の順位は、190か国中140位
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衆議院の女性議員比率（10.0%）190か国中165位
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〇日本の順位（衆議院女性議員比率）は、１９０か国中１６５位
※日本は、衆議院女性議員比率は2023年２月13日、参議院女性議員比率は2023年３月30日現在。その他の国は、2021年１月１日時点
※日本の出典は、衆議院及び参議院HP。その他の国の出典は、ＩＰＵ（列国議会同盟）Women in politics:2021。下院又は一院制議会における女性議員比率。



女性割合 首長数 女性首長数

都道府県知事 4.3% 47 ２

市区町村長 2.3% 1737 40

１．首長に占める女性割合

（備考）１．2021年12月31日現在。総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」より男女共同参画局作成。
２．千葉県、山梨県、香川県、高知県にそれぞれ欠員１があるため、市区町村長数は1737となる。

女性ゼロ
議会数

議会数
女性ゼロ
議会比率

都道府県議会 ０ 47 0.0%

市区町村議会 275 1741 15.8%

市議会 24 792 3.0%

特別区議会 ０ 23 0.0%

町村議会 251 926 27.1%

２．女性ゼロ議会

首長に占める女性割合、女性ゼロ議会
〇令和３年12月時点で女性議員が一人もいない地方議会が、市議会で24、町村議会では251存在し
ている。
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女性就業者の推移

(年)

（万人）

（備考）総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。

〇女性就業者数は、コロナの影響により、2020年は前年より減少したが、10年間(2012～22年)で
約370万人増加。
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民間企業 管理職相当の女性割合の推移
〇部長、課長、係長に就く女性割合は近年上昇傾向にあるが、上位の役職ほど割合が
低い。

（備考）１．各年６月時点、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成。
２．令和２(2020)年から、調査対象が変更となり、10人以上の常用労働者を雇用する企業を集計しているが、

令和元(2019)年以前の企業規模区分（100人以上の常用労働者を雇用する企業）と比較可能となるよう、同様の企業規模区分の数値により
算出した。

３．管理職の定義について ・部長級：事業所で通常｢部長｣又は「局長」と呼ばれている者であって、その組織が２課以上からなり、
又は、その構成員が20人以上（部（局）長を含む。）のものの長 ・課長級：事業所で通常「課長」と呼ばれている者であって、
その組織が２係以上からなり、又は、その構成員が10人以上（課長を含む。）のものの長。
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女性役員数の推移
〇上場企業の女性役員数は、10年間(2012-2022)で5.8倍に増加。
〇2022年７月には、女性役員数は前年から599人増加し3,654人となったものの、未だ
役員に占める女性の割合は9.1％にとどまっている。

（備考）東洋経済新報社「役員四季報」より作成。
（注）：調査時点は原則として各年７月31日現在。調査対象は、全上場企業。

「役員」は、取締役、監査役及び執行役。
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諸外国の女性役員割合

〇日本の女性役員割合は、上昇しているものの、諸外国と比べて低い。

参考資料７

7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

フランス

イタリア

イギリス

ドイツ

カナダ

スウェーデン

アメリカ

日本

中国

韓国

45.2%

42.6%

40.9%

37.2%

35.5%

35.2%

31.3%

15.5%

14.8%

12.8%

（出典）OECD” Social and Welfare Statistics” 2022年の値。
※ EUは、各国の優良企業銘柄50社が対象。他の国はMSCI ACWI構成銘柄(2,800社程度、大型、中型銘柄）の企業が対象。
（注）2022年7月末時点の全上場企業役員に占める女性の割合（9.1％）は東洋経済新報社「役員四季報」より算出。

（注）



業種別の女性役員割合の状況
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（備考）東洋経済新報社「役員四季報」より作成。
（注）：調査時点は原則として2022年７月31日現在。調査対象は、全上場企業。
「役員」は、取締役、監査役及び執行役。

女性役員比率

女性役員がいない企業が
半数以上の業種

〇全上場企業のうち、女性役員がいない企業が半数以上の業種は、33業種中４業種。
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（備考）１．調査時点は原則として各年７月31日現在。

２．2021年以前のカッコ内の数値は各年における第一部市場上場企業全体に占める割合。

３．2022年のカッコ内の数値はプライム市場上場企業全体（1,837社）に占める割合。

４．「役員」は、取締役、監査役及び執行役。

５．出典：東洋経済新報社「役員四季報」及び日本取引所グループホームページ
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女性役員がいないプライム市場上場企業数

〇2022年時点の東京証券取引所プライム市場上場企業において、未だ約２割の企業に女性役員が
いない。

参考資料９

9



39.8
42.0

30.3

34.2

25.0

27.7

0

10

20

30

40

50

昭和54

（1979）

57

（1982）

62

（1987）

平成４

（1992）

９

（1997）

14

（2002）

19

（2007）

24

（2012）

29

（2017）

令和４

（2022）

７

（2025）

女性（旧定義）

女性（新定義）

（年）

（％）

（備考）１．総務省「就業構造基本調査」（中小企業庁特別集計結果）より作成。

２．旧定義に基づく起業家とは，過去１年間に職を変えた又は新たに職についた者のうち，現在は「自営業主（内職者を除く）」となっている者。

新定義に基づく起業家とは、過去１年間に職を変えた又は新たに職についた者で、現在は会社等の役員又は自営業主となっている者のうち、自

分で事業を起こした者。

３．第５次男女共同参画基本計画においては、新定義に基づく起業者に占める女性の割合を成果目標として設定。

旧定義

新定義

成果目標
30%以上
（2025年）

起業家に占める女性の割合の推移

〇起業家に占める女性の割合は、2017年は27.7％。

参考資料10
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科学技術・学術における男女共同参画の推進に係る現状

大学（学部）の学生に占める女性の割合

諸外国の研究者に占める女性割合

生理学・医学 物理学 化学 計

アメリカ 5 2 3 10

欧州 5 1 4 10

日本 0 0 0 0

その他 2 1 1 4

全体 12 4 8 24

女性ノーベル賞受賞者数（自然科学分野）

※2022年までの受賞者を集計。
※その他の国は、イスラエル、オーストラリア、中国、カナダ。

日本 OECD平均

全体 男性 女性 全体 男性 女性

科学的リテラ
シー平均得点

529点
2位

531点
1位

528点
3位

489点 488点 490点

数学的リテラ
シー平均得点

527点
1位

532点
1位

522点
2位

489点 492点 487点

読解力平均得点
504点
10位

493点
9位

514点
14位

487点 472点 502点

OECDによる学習到達度調査(15歳時点)

※OECD PISA（Programme for International Student Assessment）2018 より作成
順位はOECD加盟37か国中。調査段階で15歳３か月以上16歳2か月以下の学校に
通う生徒が対象（日本では高校1年生）。

（備考）総務省「科学技術研究調査」（令和４年），

ＯＥＣＤ“Main Science and Technology Indicators ”, 米国国立科学財団（National Science

Foundation：ＮＳＦ）“Science and Engineering Indicators”より作成

(％)

（備考）文部科学省「令和４年度学校基本統計」より作成。
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〇15歳時点の女性の理数系の能力は世界トップクラスであるが、研究者に占める女性割合は諸外国と比較して低くなっている。
また、日本における大学入学時の理系の女性割合は、他の分野と比較して低い傾向にある。
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(備考) １．文部科学省「学校教員統計調査」（令和元年度）の調査票をもとに内閣府男女共同参画局作成。
２．「大学・大学院等」は、大学の学部、大学院の研究科、附置研究所、学内共同教育研究施設、

共同利用・共同研究拠点、附属病院、本部。
３．「教授等」は、「学長」、「副学長」及び「教授」の合計。
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※文部科学省 令和４年度「学校基本調査」
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（備考）文部科学省 令和元年度「学校教員統計調査」、令和２年度「学校基本調査」より作成。

大学等における職名別教員数と男女割合

大学等における専門分野別段階別女性割合

(人)

(％)

男性

女性

男性比率

女性比率

学長

副学長
教授

准教授

講師

助手

助教 修士課程

学士課程

科学技術・学術における男女共同参画の推進に係る現状

〇大学等の教員に占める女性の比率は、文系と比べて、理系の方が低い。
〇大学等の教員では、職階が上がるにつれて、男性比率が高くなり、女性比率は低くなっている。
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女性に理系の進路（学校・職業）は向いていないと

決めつけられた経験

（出典）内閣府男女共同参画局 「令和４年度性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査研究」

●「女性に理系の進路（学校・職業）は向いていない」という測定項目について、「そう思う」又は「どちらかと言えばそう思う」
と回答した者の割合は、いずれの世代でも男性の方が高い。

●一方、そうした考えを決めつけられた経験のある女性の割合は、直接・間接を問わず、男性より多い。また、メディアで見
たり聞いたりしたことがあると回答した者の割合は、男性が約15％、女性が約16％となっている。
こうした経験が女子学生の進路選択に影響を与えていることも考えられる。

(％)
(％)

女性計

男性計

男性計

女性計

※ 【直接】直接言われたり聞いたり したことがある
【間接】直接ではないが言動や態度からそのように感じたことがある
【メディア】メディアで見たことがある

理系の進路選択に関するアンコンシャス･バイアスについて
～「性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査研究より～

参考資料13
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14

〇防災の現場における女性の参画を拡大することは、例えば避難所運営等に関し、女性の視点や
意見を反映させ、女性のニーズを踏まえたきめ細かな対応を進めて行く上で重要。現在の地方
公共団体における防災・危機管理部局の女性職員は、10％程度に留まる。

（％）

参考資料14

（備考）内閣府「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和3年）」より作成。



市区町村
数

女性職員ゼロ
の自治体数※

女性職員ゼロ
の割合（％）

東京都 62 17 27.4

静岡県 35 11 31.4

大阪府 43 15 34.9

福井県 17 7 41.2

神奈川県 33 14 42.4

埼玉県 63 28 44.4

愛知県 54 26 48.1

三重県 29 15 51.7

青森県 40 21 52.5

滋賀県 19 10 52.6

山口県 19 10 52.6

高知県 34 18 52.9

徳島県 24 13 54.2

福岡県 60 33 55.0

広島県 23 13 56.5

新潟県 30 17 56.7

兵庫県 41 24 58.5

福島県 59 35 59.3

北海道 179 110 61.5

京都府 26 16 61.5

熊本県 45 28 62.2

千葉県 54 34 63.0

和歌山県 30 19 63.3

奈良県 39 25 64.1

佐賀県 20 13 65.0

宮城県 35 23 65.7

鹿児島県 43 29 67.4

岐阜県 42 29 69.0

香川県 17 12 70.6

市区町村
数

女性職員ゼロ
の自治体数※

女性職員ゼロ
の割合（％）

秋田県 25 18 72.0
石川県 19 14 73.7
鳥取県 19 14 73.7
山梨県 27 20 74.1
岡山県 27 20 74.1
山形県 35 26 74.3
群馬県 35 26 74.3
愛媛県 20 15 75.0
茨城県 44 34 77.3
大分県 18 14 77.8
沖縄県 41 32 78.0
島根県 19 15 78.9
栃木県 25 20 80.0
宮崎県 26 21 80.8
長崎県 21 17 81.0
岩手県 33 27 81.8
富山県 15 13 86.7
長野県 77 67 87.0

合計 1741 1078 61.9

市区町村の防災・危機管理部局の女性職員

防災・危機管理部局に女性職員がいない市区町村数（政令市を含む1741市区町村）

15

※庁内の防災・危機管理部局の総職員数を
０と回答した17自治体を除く

１名以上

646

(37%)

女性職員ゼロ

1078

(62%)

防災部局職員ゼロ

17

(1%)

参考資料15

（備考）内閣府「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和３年）」より作成。
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給与額の男女間格差

（備考）厚生労働省「令和４年賃金構造基本統計調査」より作成。

所定内給与額（雇用形態別・年齢階級別）

正社員・正職員（男性）

(千円／月額）

正社員・正職員以外（女性）

正社員・正職員（女性）

正社員・正職員以外（男性）

〇給与金額は、男女間に差があり、「正社員・正職員」同士で比較すると「55～59」まで、「正
社員・正職員以外」同士で比較すると「60～64」まで年齢が高まるにつれてその差が拡大して
いる。

参考資料16

16

(歳)



（備考）１．OECD "OECD. Stat"より作成。
２．ここでの男女間賃金格差とは、フルタイム労働者について男性賃金の中央値を100とした場合の女性賃金の中央値の水準を割合表示した数値。
３．イスラエルは令和元（2019）年、デンマーク、イタリア、ポルトガル、ドイツは令和２（2020）年、それ以外の国は令和３（2021）年の数字。

男女間賃金格差の国際比較

〇男女間賃金格差を国際比較すると、男性のフルタイム労働者の賃金の中央値を100とした場合
の女性のフルタイム労働者の賃金の中央値は、OECD諸国の平均値が88.1であるが、我が国は
77.9であり、我が国の男女間賃金格差は国際的に見て大きい状況にある。

参考資料17
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〇我が国の女性の年齢階級別労働力率は、Ｍ字カーブを描いているものの、以前よりもカーブは
浅くなっており、Ｍ字の底となる年齢階級も上昇している。

女性の年齢階級別労働力率（Ｍ字カーブ）の推移

（備考）１．総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。
２．労働力率は「労働力人口（就業者＋完全失業者）」／「15歳以上人口」×100。

[％]

[歳]
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〇いわゆる「M字カーブ」は解消しつつあるが、女性の年齢階級別正規雇用比率が25～29歳の59.7％をピーク
に低下し、30代、40代などは、非正規雇用が中心となる状況（「L字カーブ」）がみられる。

〇出産時に退職、または働き方を変え、育児後に非正規で働くケースが多いと考えられる。

女性の年齢階級別正規雇用比率（Ｌ字カーブ）（2022年）

（備考）１．総務省「労働力調査(基本集計)」より作成。
２．就業率は、「就業者」／「15歳以上人口」×100。
３．正規雇用比率は、「正規の職員・従業員」／「15歳以上人口」×100。

（％）
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役員を除く雇用者の人数

2,335 2,407
2,637 2,594 2,385 2,345 2,324 2,315 2,304 2,273 2,267 2,272 2,290 2,316 2,349 2,347 2,353 2,353 2,339

998 1,045

1,168 1,093
1,025 1,050 1,051 1,040 1,042 1,029 1,022 1,046 1,083 1,118 1,144

1,169 1,204 1,233 1,249

195
229

244 323
466 527 540 571 566 611 631 636 651 647 669 691 665 653 669408

588

727 902 1,098 1,200 1,223 1,241 1,249 1,298 1,335 1,350 1,374 1,393
1,457 1,482 1,435 1,422 1,432

3,936 

4,269 

4,776 
4,913 4,975 

5,124 5,138 5,167 5,161 5,213 5,256 5,304 5,397 5,474 
5,617 5,688 5,655 5,662 5,689 

【15.3%】

【19.1%】

【20.3%】【24.9%】
【31.4%】【33.7%】【34.4%】【35.1%】【35.2%】【36.7%】【37.4%】

【37.5%】【37.5%】 【37.3%】
【37.9%】【38.3%】【37.2%】 【36.7%】【36.9%】

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

S59 H1 6 11 16 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3 R4

（万人）

正規雇用：男性

非正規雇用労働者の割合

正規雇用：女性

非正規雇用：男性

非正規雇用：女性

（備考）
１．平成11年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）長期時系列表9、平成16年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）長期時系列表10より作成。
２．平成21年の数値は、平成22年国勢調査の確定人口に基づく推計人口の切替による遡及集計した数値（割合は除く）。
３．平成22年から平成26年までの数値は、平成27年国勢調査の確定人口に基づく推計人口の切替による遡及集計した数値（割合は除く）。
４ ．平成27年から令和３年までの数値は、令和2年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）への切替による遡及集計した数値（割合は除く）。
５．平成23年の数値、割合は、被災3県の補完推計値を用いて計算した値（平成27年国勢調査基準）。
６．雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの。
７．正規雇用労働者：勤め先での呼称が「正規の職員・従業員」である者。
８．非正規雇用労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。
９．割合は、「正規雇用労働者」「非正規雇用労働者」、それぞれの男女計に占める割合。

正規雇用・非正規雇用労働者数の推移（男女別）

〇非正規雇用労働者は、男女とも平成６（1994）年から緩やかに増加傾向。令和４（2022）年の非正規雇用労働者は、

男性669万人 （22.2％）、女性1,432万人（53.4％）。

〇正規雇用労働者は、男女とも平成26（2014）年まで緩やかに減少していたが、平成27（2015）年に８年ぶりに増加に転

じ、男性は４年連続で増加したあとわずかに減少しほぼ横ばい、女性は８年連続で増加。

20
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（参考）

（備考）１.総務省「就業構造基本調査」より作成。
２.「収入を一定の金額以下に抑えるために就業時間や日数を調整していますか」との問に対する「している」との回答を集計。

（備考）総務省「就業構造基本調査」より作成。

（万人）

就業調整をしている非正規雇用の女性の数・割合（配偶関係、所得階級別）（平成29（2017）年）

〇有配偶の非正規雇用女性では、所得が50～99万円の者の57.5％、所得が100～149万円の者の
54.4％が就業調整をしている。

配偶者なし

配偶者あり

就業調整をしている女性の割合（配偶者あり）

（％）

就業調整の有無 非正規雇用の女性の総数（万人）

配偶者あり
配偶者なし

（配偶関係不詳を含む）

就業調整をしている 463.6 

（女性） 386.2 77.4 

就業調整をしていない 940.5 

（女性） 520.9 419.6 

合計 1,404.1 

907.1 497.0 

参考資料21
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〇高校卒業者の約８割、専門学校・短大・高専卒業者の約７割は、所得が200万円未満。
〇大学・大学院卒業者で所得が200万円未満の割合は、35歳以上では約６割。
〇女性の経済的エンパワーメント（経済的に自立する力）が課題。

既婚女性の最終学歴と本人の所得の関係

（備考）１．総務省「就業構造基本調査（2017年）」より作成。
２．無業者には昭和62年以前に前職を辞め現在も無業の者は含まれないため、実際には、2017年時点で50歳代以上の者は無業者がより多い

可能性がある。
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男女別に見た生活時間（週全体平均）（１日当たり、国際比較）

〇国際比較をすると、日本の男性の労働時間は長い一方、家事・育児などの無償労働時間は女性に
大きく偏っている。
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日本 韓国 イギリス フランス アメリカ ドイツ ノルウェー スウェーデン

男女別に見た生活時間（週全体平均）（１日当たり、国際比較）

無償労働時間の男女比（女性／男性）

有償労働時間の男女比（男性／女性）

無償労働時間

有償労働時間

（分） （倍）

（備考）１．OECD`Balancing paid work, unpaid work and leisure（2021）より作成。
２．有償労働は、「paid work or study」に該当する生活時間、無償労働は「unpaid work」に該当する生活時間。
３．「有償労働」は、「有償労働(すべての仕事)」、「通勤・通学」、「授業や講義・学校での活動等」、「調査・宿題」、「求職活動」、「その他の有償労働・学業関連行動」の時間の

合計。「無償労働」は、「日常の家事」、「買い物」、「世帯員のケア」、「非世帯員のケア」、「ボランティア活動」、「家事関連活動のための移動」、「その他の無償労働」の時
間の合計。

４．日本は2016年、韓国は2014年、イギリスは2014年、フランスは2009年、アメリカは2019年、ドイツは2012年、ノルウェーは2010年、スウェーデンは2010年の数値。
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〇近年（平成27（2015）年～令和元（2019）年）は、婚姻件数は約60万件で推移。離婚件数は、約20万件と、離
婚件数は婚姻件数の約３分の１で推移。

〇コロナ下の令和２（2020）年以降は、婚姻件数は、令和２（2020）年52.6万件、令和３（2021）年50.1万と、
戦後最も少なくなった。

婚姻・離婚の動向

年

（備考）１．厚生労働省「人口動態統計」より作成。
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昭和30

（1955）

35

（1960）

40

（1965）

45

（1970）

50

（1975）

55

（1980）

60

（1985）

平成２

（1990）

７

（1995）

12

（2000）

17

（2005）

22

（2010）

27

（2015）

28

（2016）

29

（2017）

30

（2018）

令和元

（2019）

２

（2020）

３

（2021）

再婚件数 初婚件数 離婚件数 婚姻件数に占める再婚の割合（右目盛）

初婚件数

再婚件数

離婚件数

婚姻件数に占める
再婚件数の割合

婚姻・離婚件数の年次推移
（万件） （％）
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婚姻・離婚の動向①男女の寿命について

男 女

90歳時
生存割合 28.1% 52.6%

95歳時
生存割合 10.5% 27.9%

平均寿命 81.56歳 87.71歳

死亡年齢
最頻値（※）

88歳 93歳

100歳以上
の人口 9,766人 69,757人

105歳以上
の人口 715人 5,800人

（※）「死亡年齢最頻値」は死亡者数が最も多い年齢

（備考）100歳以上の人口及び105歳以上の人口については総務省「令和２年国勢調査」、その他については厚生労働省「第23回生命表」

〇平均寿命は女性87.71歳、男性81.56歳であるが、死亡年齢最頻値は女性93歳、男性88歳であり、
100歳を超える人は、令和２（2020）年時点で女性69,757人、男性9,766人となっている。

〇女性の90歳時の生存割合は５割を超えている。
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平成27年（2015年）昭和55年（1980年）

26.8％19.9％

19.8％

12.5％

5.7％

42.1％

家族の姿の変化

9.4％

34.5％

20.1％

8.9％

7,105 千世帯

15,081 千世帯

2,053 千世帯

7,124 千世帯

4,460 千世帯

（備考）総務省「国勢調査」より作成。一般世帯に占める比率。施設等に入っている人は含まれない。「３世代等」は、親族のみの世帯のうちの核家族以外
の世帯と、非親族を含む世帯の合算。「子」とは親族内の最も若い「夫婦」からみた「子」にあたる続柄の世帯員であり、成人を含む。

令和2年（2020年）

10,718 千世帯

18,418 千世帯

4,748 千世帯

14,288 千世帯

5,024 千世帯

11,159 千世帯

21,151 千世帯

4,283 千世帯

13,949 千世帯

5,003 千世帯

25.0％

9.0％

38.0％

20.0％

7.7％

夫婦と子供

３世代等

単独

夫婦のみ

ひとり親と子供

単独

夫婦と子供

夫婦のみ

３世代等

ひとり親と子供

単独

夫婦と子供

夫婦のみ

３世代等

ひとり親と子供

〇家族の姿は昭和の時代から一変し、令和２年時点で、夫婦と子供の世帯は全体の25％である。
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日本人の年齢構造と国会議員の年齢構造共働き世帯数と専業主婦世帯数の推移

〇雇用者の共働き世帯は増加傾向。
〇男性雇用者と無業の妻から成る世帯（いわゆるサラリーマンの夫と専業主婦の世帯）は減少傾向。

雇用者の共働き世帯

男性雇用者と
無業の妻から成る世帯

（万世帯）

（年）

（備考）１.昭和60年から平成13年までは総務庁「労働力調査特別調査」（各年２月）、平成14年以降は総務省「労働力調査 (詳細集計)」より作成。
「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細集計）」とでは、調査方法、調査月等が相違することから、時系列比較には注意を要する。

２.「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」とは、平成29年までは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）かつ妻が64歳以下世帯。
平成30年以降は、就業状態の分類区分の変更に伴い、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び失業者）かつ妻が64歳以下の世帯。

３.「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者（非正規の職員・従業員を含む）かつ妻が64歳以下の世帯。
４．平成22年及び23年の値（白抜き表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。
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51.8

58.8

67.7
71.7

71.9
70.1

67.7

66.6
64.4

61.5
58.6

56.0

59.1

64.2

71.4

73.5
72.6

69.9

67.5
66.7 64.4

61.8

58.6

56.0

68.2

73.3
75.4

72.9

68.7

62.6

56.3

54.6

50.8
49.0

48.5

39.7

65.2

69.3

74.5

71.0

67.2

59.5

52.2 51.3

46.3
45.5

41.8

40.1

30

35

40

45
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55

60

65
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80

（備考）1.総務省「就業構造基本調査（2017年）」より作成。
2.｢子供がいる世帯｣とは、｢夫婦と子供から成る世帯｣と、｢夫婦、子供と親から成る世帯｣の合計。

夫の所得階級別の妻の有業率

（％）

夫が30～39歳

夫全年代

夫が30～39歳
（うち子供がいる世帯）

夫全年代
（うち子供がいる世帯）

〇30代の夫の所得階級別に見ると、夫の所得階級が高くなるほど妻の有業率が低くなる（いわゆ

る専業主婦が多くなる）傾向。
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日本人の年齢構造と国会議員の年齢構造所得階級別有業者割合（男女、配偶関係、年齢階級別）
○男女別に見ると、男性では既婚者の方が、女性では未婚者の方が、所得が高い傾向。
○配偶関係別に見ると、既婚者では男性の方が所得が高い傾向。未婚者では男性の方が所得が高い傾向があるが、所得差は小さい。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

男性（既婚）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

男性（未婚）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

女性（未婚）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

女性（既婚）

（備考）１．総務省「就業構造基本調査（2017年）」より作成。
２．ここでの「既婚」とは、配偶関係「総数」から「未婚」を除いたものを指し、「死別・離別」「不詳」を含む。
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ひとり親世帯の状況
○およそ30年間で、母子世帯は約1.4倍に増加している。

○ひとり親世帯（特に母子世帯）は、就業率が高いが、平均年間就労収入が一般世帯と比べて低い。

また、養育費を受け取っていない世帯が全体の約７割となっている。

母子世帯数（注） 84.9万世帯 １１９．５万世帯 （ひとり親世帯の88.9％）
父子世帯数（注） 17.3万世帯 １４．９万世帯 （ひとり親世帯の11.1％）

（昭和63（1988）年） （令和３（2021）年）

【参考】児童のいる世帯数は1073.7万世帯（令和３（2021）年））〔出典：厚生労働省「国民生活基礎調査」〕

（注） 母子又は父子以外の同居者がいる世帯を含めた全体の母子世帯、父子世帯の数

【出典】母子世帯及び父子世帯は厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査（令和３年度）」（推計値）
一般世帯は総務省「労働力調査（令和４年）15～64歳」、国税庁「民間給与実態統計調査（令和３年）」

（※）母子世帯及び父子世帯の正規／非正規の構成割合は
「正規の職員・従業員」及び「非正規の職員・従業員」（「派遣社員」「パート・アルバイト等」の計）の合計を総数として算出した割合

ひとり親世帯の状況

30

母子世帯 父子世帯 一般世帯（参考）

就業率 86.3％ 88.1％
女性72.4％
男性84.2％

雇用者のうち

正規
53.5％（※） 91.6％（※）

女性49.5％
男性83.0％

雇用者のうち

非正規
46.5％（※） 8.4％（※）

女性50.5％
男性17.0％

平均年間
就労収入

236万円
正規：344万円
パート・アルバイト等：150万円

496万円
正規：523万円
パート・アルバイト等：192万円

平均給与所得
女性302万円
男性545万円

養育費

受取率
28.1％ 8.7％ ━

参考資料30



1.0% 24.5% 47.8% 24.9% 1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

離婚で母子世帯になった時の母及び末子の年齢

〇母子世帯になった時の母の年齢を見ると、 約７割（73.3％）が30代までとなっている。
〇末子が５歳以下で母子世帯になった割合が、全体の６割を占めている。
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34.6% 26.8% 16.5% 12.1% 6.3%

3.1%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～2歳 3～5歳 6～8歳 9～11歳 12～14歳 15～17歳 18･19歳
（備考）１．厚生労働省「令和３年度全国ひとり親世帯等調査」より作成。

２．母子世帯は、父のいない児童（満20歳未満の子どもであって、未婚のもの）がその母によって養育されている世帯。
３．「離婚」は、協議離婚、調停離婚、審判離婚、裁判離婚の合計。
４．母の年齢階級別の割合は、母子世帯になった時の母親の年齢が不詳の世帯数を除いた世帯数を総数として算出した割合。
５．末子の年齢階級別の割合は、母子世帯になった時の末子の年齢が不詳の世帯数を除いた世帯数を総数として算出した割合。

〇母の年齢階級別状況

〇末子の年齢階級別状況



〇ひとり親世帯（※）の約半数は、等価可処分所得が貧困線以下となっている。
※ 子供がいる現役世帯のうち大人が一人の世帯

0
2
4
6
8

10
12
14
16

全世帯（2015年、2018年）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

ひとり親世帯（子供がいる現役世帯（大人が一人））（2015年、2018年）

2015年

2015年

2018年

2018年

2018年貧困線
（127万円）

2018年貧困線
（127万円）

（％）

（％）

全世帯とひとり親世帯の等価可処分所得の分布

（備考）１．厚生労働省「国民生活基礎調査」より作成。
２．2015年の数値は熊本県を除いたもの。
３．大人とは18歳以上の者、子供とは17歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。
４．等価可処分所得金額不詳の世帯員を除く。
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自殺者数の推移

内
訳

（人）＜無職者＞
＜主婦（無職者の内数）＞

（人）

（人）

「有職者」の自殺者数の推移（女性）

「無職者 」の自殺者数の推移（女性）

（備考）警察庁ＨＰ「自殺者数」より作成。確定値。

自殺者数の推移

（備考）厚生労働省ＨＰ「自殺の統計」より作成。
「発見日（その年に発見された自殺者の数）」を基にした自殺者数。

2019年合計 2020年合計

20,169 人

男性14,078

女性 6,091

21,081 人

（＋912）

男性 14,055
（▲23）

女性 7,026
（＋935）

2021年合計 2022年合計

21,007 人

（▲74）

男性 13,939
（▲116）

女性 7,068
（＋42）

21,881 人

（＋874）

男性 14,746
（＋807）

女性 7,135   
（＋67）

(前年差
＋143名）

(前々年差
+111名）

(前年差
＋410名）

(前々年差
＋416名）

(前年差
＋405名）

(前々年差
＋415名）

33

(前々々年差
＋469名）

(前々々年差
＋389名）

(前々々年差
+141名）

（備考）厚生労働省ＨＰ「自殺の統計」より作成。「発見日（その年に発見された自殺者の数）」を基にした自殺者数。
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〇令和２（2020）年から令和４（2022）年における女性の自殺者数は、令和元（2019）年と比較すると大幅に増加している。
〇職業別で見ると、「有職者」の自殺が大幅に増加。

また、過去５年間連続で減少していた「無職者」の自殺および、「無職者」のうち「主婦」の自殺が増加している。



ＩＴ技術者の男女比率

81%

54%

19%

46%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

IT技術者

総数労働者総数

男
女

（備考）１.厚生労働省「令和３年賃金構造基本統計調査」より作成。一般労働者数と短時間労働者数の合計。
２.IT技術者は、「システムコンサルタント・設計者」、「ソフトウェア作成者」、「その他の情報処理・通信技術者」の
３職種を足し合わせたもの。

〇IT技術者における女性の割合は、わずか19％に留まっている。
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デジタル分野の人材（女性）の年収（令和３年）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

ソフトウェア
作成者

システムコンサルタン
ト・設計者

その他の情報処理
・通信技術者

会計事務
従事者

飲食物給仕
従事者

（百万円）

（備考）厚生労働省「令和３年賃金構造基本統計調査」より作成。

経験１～４年

経験10～14年

経験15年以上

経験５～９年

経験０年

〇デジタル分野で働く女性は、経験年数に比例して順調に年収が伸びており、女性の所得向上の
実現を期待できる成長分野となっている。
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令和元

（2019）

２

（2020）

３

（2021）

４

（2022）

（％）

（年）

女性 男性

地域における10～20代女性の人口に対する転出超過数の割合

（備考）１．総務省「住民基本台帳人口移動報告」、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」により内閣府男女共同参画局
で算出。

２．三大都市圏（東京圏、名古屋圏及び関西圏）を除く道県の対前年転出増加数を算出。
３．東京圏は埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県、名古屋圏は岐阜県、愛知県及び三重県、関西圏は京都府、大阪府、兵庫県及び

奈良県。

女性

男性

〇令和４（2022）年の10～20代女性の転出超過数の割合は1.15％（前年比0.08％ポイント増）、

同年代男性の転出超過数の割合は0.97％（同0.08％ポイント増）。

〇10～20代女性の転出超過数の割合は、同年代男性の転出超過数の割合より高い状態が続いている。

参考資料36
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58,155人（転出超過数）

5,073,892人（人口）



地域間の移動者別にみる移動理由

〔移動者の定義について〕

※「地方→東京圏」「地方→地方（移動なし）」・・・中学入学時および現在住んでいる都道府県で、“東京圏”は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、“地方”は東京圏（埼玉県、千葉県、 東京都、

神奈川県）のほか、愛知県、大阪府、福岡県を除き集計。

※「地方→地方（移動なし）」は、中学入学時と現在住んでいる都道府県が同じ人を集計。

○移動（移動したかった）理由として、「年齢による区別があまりない」「性別による役割意識の押し付けがない」は、男女とも少ない。

○「地方→東京圏」に移動した、かつ、進学あるいは就職で移動経験がある者の移動理由のなかで、男性より女性で高いものは、
「娯楽や生活インフラが充実している」とともに「他人の干渉が少ない」「多様な価値観が受け入れられる」となっている。

令和４年度性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に
関する調査結果（概要）

37
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都道府県ごとの男女共同参画状況の可視化

〇都道府県によって各項目の進捗にばらつきがあり、それぞれの地域の状況に応じた取組が必要。

労働力率の

男女比

管理的職業

従事者の

男女比

技術者の

男女比

推定年間

給与額の

男女比

25歳から44

歳

までの

就業率の

男女比

25歳から44

歳

までの

正規雇用率

の

男女比

都道府県議

会議員と

市区町村議

会議員の

男女比

首長・副首

長

の男女比

自治会長の

男女比

防災会議

委員の

男女比

初等中等

教育機関の

校長の男女

比

初等中等

教育機関の

副校長・教

頭

の男女比

都道府県

教育委員と

市町村

教育委員の

男女比

四年制大学

進学率の

男女比

大学の教員

の

男女比

女性の子宮

頸がん・乳

がんの検診

受診率

25歳から44

歳までの

就業医師の

男女比

6歳未満の子

供を持つ夫

婦の育児・

家事関連時

間比

経済 政治 教育 健康・家庭
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（参考）都道府県ごとの男女共同参画の状況について

分野

指標名
労働力率の

男女比

管理的職業

従事者の

男女比

技術者の

男女比

推定年間

給与額の

男女比

25歳から44歳

までの

就業率の

男女比

25歳から44歳

までの

正規雇用率の

男女比

都道府県議会

議員と

市区町村議会

議員の

男女比

首長・副首長

の男女比

自治会長の

男女比

防災会議

委員の

男女比

初等中等

教育機関の

校長の男女比

初等中等

教育機関の

副校長・教頭

の男女比

都道府県

教育委員と

市町村

教育委員の

男女比

四年制大学

進学率の

男女比

大学の教員の

男女比

女性の子宮頸

がん・乳がん

の検診受診率

25歳から44歳

までの

就業医師の

男女比

6歳未満の子供

を持つ夫婦の

育児・家事関

連時間比

北海道 0.832 0.168 0.118 0.716 0.859 0.614 0.159 0.008 0.038 0.043 0.103 0.135 0.579 0.798 0.274 0.378 0.347 0.258

青森 0.863 0.219 0.087 0.748 0.905 0.685 0.095 0.014 0.048 0.056 0.170 0.168 0.513 0.900 0.377 0.447 0.468 0.284

岩手 0.870 0.184 0.092 0.739 0.906 0.683 0.150 0.000 0.038 0.162 0.210 0.341 0.792 0.923 0.344 0.489 0.339 0.302

宮城 0.834 0.187 0.089 0.700 0.868 0.661 0.159 0.027 0.057 0.091 0.242 0.260 0.701 0.862 0.288 0.559 0.386 0.237

秋田 0.876 0.156 0.116 0.749 0.926 0.717 0.114 0.000 0.031 0.127 0.171 0.322 0.591 0.891 0.283 0.476 0.455 0.309

山形 0.897 0.170 0.075 0.730 0.930 0.736 0.120 0.029 0.019 0.101 0.176 0.327 0.750 0.900 0.250 0.587 0.321 0.240

福島 0.844 0.187 0.125 0.708 0.878 0.678 0.099 0.008 0.034 0.073 0.088 0.141 0.772 0.844 0.289 0.483 0.370 0.281

茨城 0.826 0.176 0.087 0.685 0.854 0.621 0.156 0.047 0.066 0.120 0.278 0.382 0.609 0.913 0.295 0.441 0.467 0.242

栃木 0.828 0.176 0.069 0.692 0.859 0.614 0.170 0.059 0.030 0.119 0.328 0.589 0.836 0.877 0.378 0.468 0.454 0.290

群馬 0.850 0.176 0.086 0.710 0.876 0.621 0.127 0.014 0.009 0.117 0.209 0.367 0.602 0.895 0.447 0.466 0.444 0.274

埼玉 0.819 0.156 0.131 0.727 0.844 0.645 0.289 0.023 0.056 0.139 0.225 0.229 0.735 0.804 0.467 0.434 0.477 0.241

千葉 0.822 0.158 0.113 0.733 0.848 0.655 0.224 0.056 0.083 0.163 0.234 0.286 0.653 0.850 0.518 0.469 0.427 0.298

東京 0.845 0.218 0.183 0.729 0.905 0.776 0.426 0.106 0.150 0.165 0.230 0.364 0.738 0.920 0.385 0.504 0.620 0.239

神奈川 0.812 0.171 0.109 0.699 0.845 0.682 0.300 0.062 0.110 0.123 0.448 0.548 0.865 0.855 0.428 0.476 0.531 0.266

新潟 0.884 0.151 0.092 0.747 0.920 0.667 0.156 0.050 0.043 0.092 0.158 0.169 0.843 0.864 0.365 0.490 0.373 0.384

富山 0.888 0.153 0.118 0.739 0.911 0.712 0.112 0.031 0.027 0.112 0.410 0.616 0.711 0.855 0.290 0.507 0.463 0.242

石川 0.892 0.167 0.142 0.710 0.909 0.687 0.103 0.000 0.030 0.098 0.595 0.646 0.667 0.891 0.279 0.479 0.403 0.126

福井 0.896 0.159 0.125 0.730 0.917 0.691 0.123 0.026 0.029 0.125 0.330 0.470 0.767 0.814 0.333 0.463 0.445 0.332

山梨 0.862 0.179 0.074 0.690 0.872 0.615 0.101 0.000 0.028 0.133 0.106 0.253 0.564 0.849 0.351 0.540 0.411 0.292

長野 0.869 0.145 0.090 0.695 0.867 0.619 0.200 0.014 0.019 0.090 0.214 0.253 0.740 0.864 0.376 0.504 0.401 0.244

岐阜 0.852 0.152 0.076 0.686 0.850 0.586 0.146 0.000 0.052 0.101 0.282 0.456 0.670 0.862 0.432 0.451 0.354 0.247

静岡 0.846 0.165 0.078 0.692 0.853 0.615 0.194 0.037 0.020 0.100 0.236 0.341 0.849 0.869 0.363 0.453 0.351 0.261

愛知 0.817 0.178 0.065 0.663 0.827 0.612 0.196 0.024 0.066 0.138 0.239 0.343 0.868 0.865 0.387 0.458 0.454 0.255

三重 0.839 0.182 0.059 0.653 0.859 0.605 0.199 0.083 0.056 0.105 0.274 0.419 0.716 0.879 0.343 0.467 0.386 0.213

滋賀 0.834 0.168 0.092 0.670 0.837 0.613 0.189 0.026 0.053 0.128 0.244 0.459 0.907 0.867 0.389 0.462 0.475 0.224

京都 0.848 0.216 0.098 0.746 0.869 0.662 0.252 0.034 0.031 0.140 0.314 0.345 1.000 0.916 0.311 0.417 0.448 0.284

大阪 0.826 0.205 0.138 0.718 0.857 0.663 0.286 0.036 0.185 0.157 0.273 0.254 0.838 0.838 0.338 0.409 0.505 0.219

兵庫 0.815 0.196 0.084 0.685 0.831 0.632 0.228 0.043 0.073 0.137 0.205 0.264 0.802 0.913 0.482 0.406 0.486 0.212

奈良 0.808 0.192 0.106 0.749 0.830 0.640 0.168 0.013 0.106 0.098 0.200 0.284 0.660 0.869 0.472 0.439 0.389 0.307

和歌山 0.829 0.201 0.055 0.680 0.844 0.590 0.134 0.017 0.081 0.096 0.269 0.470 0.680 0.885 0.333 0.394 0.419 0.350

鳥取 0.897 0.205 0.082 0.795 0.931 0.697 0.141 0.027 0.050 0.206 0.213 0.503 0.867 0.962 0.296 0.426 0.420 0.297

島根 0.913 0.171 0.133 0.742 0.941 0.697 0.104 0.000 0.039 0.150 0.118 0.233 0.714 0.875 0.362 0.415 0.526 0.387

岡山 0.849 0.200 0.093 0.729 0.863 0.646 0.143 0.017 0.076 0.212 0.327 0.407 0.710 0.932 0.354 0.486 0.458 0.217

広島 0.835 0.188 0.095 0.717 0.849 0.622 0.142 0.018 0.078 0.094 0.429 0.632 0.836 0.879 0.393 0.436 0.488 0.241

山口 0.838 0.185 0.085 0.708 0.852 0.627 0.145 0.025 0.104 0.141 0.173 0.331 0.729 0.883 0.312 0.356 0.410 0.185

徳島 0.861 0.243 0.128 0.735 0.897 0.688 0.125 0.056 0.123 0.106 0.166 0.446 0.800 1.000 0.329 0.435 0.593 0.249

香川 0.855 0.197 0.113 0.730 0.875 0.645 0.140 0.000 0.142 0.144 0.208 0.452 0.680 0.884 0.345 0.498 0.490 0.221

愛媛 0.845 0.193 0.089 0.729 0.854 0.630 0.144 0.000 0.064 0.117 0.156 0.204 0.692 0.913 0.314 0.436 0.450 0.204

高知 0.902 0.220 0.079 0.784 0.929 0.736 0.158 0.014 0.148 0.118 0.333 0.611 0.817 1.000 0.323 0.472 0.545 0.341

福岡 0.844 0.216 0.119 0.697 0.872 0.654 0.164 0.068 0.107 0.211 0.291 0.361 0.863 0.903 0.335 0.420 0.435 0.252

佐賀 0.878 0.193 0.070 0.712 0.894 0.662 0.127 0.047 0.015 0.235 0.205 0.367 0.865 0.917 0.332 0.435 0.543 0.291

長崎 0.858 0.194 0.072 0.726 0.883 0.661 0.097 0.021 0.053 0.082 0.105 0.145 0.667 0.942 0.391 0.379 0.507 0.206

熊本 0.879 0.213 0.101 0.721 0.905 0.673 0.100 0.012 0.035 0.088 0.213 0.233 0.655 0.979 0.287 0.499 0.447 0.204

大分 0.855 0.192 0.071 0.690 0.878 0.648 0.103 0.000 0.035 0.107 0.159 0.251 0.702 0.869 0.344 0.505 0.429 0.216

宮崎 0.880 0.184 0.130 0.712 0.906 0.657 0.127 0.000 0.048 0.088 0.113 0.188 0.800 0.881 0.318 0.445 0.469 0.359

鹿児島 0.865 0.187 0.096 0.711 0.876 0.630 0.120 0.000 0.074 0.062 0.129 0.177 0.638 0.792 0.293 0.464 0.426 0.323

沖縄 0.864 0.190 0.080 0.778 0.893 0.690 0.123 0.049 0.128 0.092 0.278 0.225 0.703 0.919 0.374 0.470 0.474 0.197

都道府県平均 0.854 0.185 0.098 0.718 0.878 0.657 0.161 0.026 0.064 0.121 0.236 0.346 0.740 0.886 0.353 0.459 0.446 0.263

全国数値 0.839 0.186 0.117 0.706 0.865 0.663 0.177 0.028 0.068 0.115 0.232 0.318 0.719 0.874 0.365 0.456 0.474 0.253

経済 政治 教育 健康・家庭
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（参考） 使用した統計について
分野 指標 使用統計

経済

労働力率の男女比 令和２年国勢調査

管理的職業従事者の男女比 令和２年国勢調査

技術者の男女比 平成29年就業構造基本調査

推定年間給与額の男女比 令和３年賃金構造基本統計調査

25歳から44歳までの就業率の男女比 令和２年国勢調査

25歳から44歳までの正規雇用率の男女比 令和２年国勢調査

政治

都道府県議会議員と市区町村議会議員の男女比
地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派人員調（令和３年12月
31日時点）

首長・副首長の男女比
地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施
策の推進状況（令和４年度）

自治会長の男女比
地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施
策の推進状況（令和３年度）

防災会議委員の男女比
地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施
策の推進状況（令和４年度）

教育

四年制大学進学率の男女比 令和４年度学校基本統計

初等中等教育機関の校長の男女比 令和４年度学校基本統計

初等中等教育機関の副校長・教頭の男女比 令和４年度学校基本統計

都道府県教育委員と市町村教育委員の男女比 令和３年度教育行政調査

大学の教員の男女比 令和４年度学校基本統計

健康・
家庭

女性の子宮頸がん・乳がん検診の受診率※ 令和元年国民生活基礎調査

25歳から44歳までの就業医師の男女比 令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計

６歳未満の子供を持つ夫婦の育児・家事関連時間比 令和３年社会生活基本調査

参考資料38
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〇男性の育児休業取得率は14％。50歳男性の４人に１人は独身(結婚未経験)。男性の単独世帯は1,094

万世帯(一般世帯数の19.6％)。家庭や地域社会において男性の活躍を広げることが不可欠。

50歳時の未婚割合

（年）

同居の主な介護者の続柄の推移

民間企業の育児休業者の割合

2019年度 2020年度 2021年度

女性 83％ 82％ 85％

男性 7％ 13％ 14％

男性の単独世帯数（年齢階級別）：1094万世帯

有配偶

死別

離別

不詳

（万世帯）

未婚

義理の娘
妻

娘

息子

夫
義理の息子

※女性の単独世帯は1021万世帯(一般世帯数の18.3％)

（備考）厚生労働省「雇用均等基本調査」より内閣府男女共同参画局作成。

■男性の一般職国家公務員の育児休業取得率（人事院調べ）

・62.9％（2021年度）

■地方公務員の男性の育児休業取得率（総務省調べ）

・13.2％（2020年度）

男性の人生の変化

男性

女性

（％）

（備考）１．国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2022）」より作成。
２．「50歳時の未婚割合」とは、45～49歳の未婚割合と50～54歳の未婚割合の平均値。
３．平成27（2015）年と令和２（2020）年は、配偶関係不詳補完結果に基づく値。

（備考）総務省「令和２年国勢調査」より作成。一般世帯。施設に入っている人は含まれない。

（備考）厚生労働省「国民生活基礎調査」より作成。
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14.0 64.7 14.7 4.2

0.6

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和４年調査（2,847人）

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている 平等
どちらかといえば女性の方が優遇されている 女性の方が非常に優遇されている 無回答

【全体（今回調査）】

（備考）１．内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成21年10月、平成24年10月、平成28年９月、令和元年９月、令和４年11月調査）より作成。
２．平成28年以降の調査は、18歳以上の回答者による結果。平成24年以前の調査は、20歳以上の回答者による結果。
３．今回調査から、調査方法が個別面接聴取法から郵送法に変更となったため、質問文や選択肢が同じでも、過去の調査結果との比較はできない
（過去の結果は「参考値」の扱い）。
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令和元年調査（2,645人）

平成28年調査（3,059人）

平成24年調査（3,033人）

平成21年調査（3,240人）

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている
平等 どちらかといえば女性の方が優遇されている
女性の方が非常に優遇されている 分からない

【参考（過去調査）】

※郵送法

※個別面接聴取法

社会全体における男女の地位の平等感参考資料40

○社会全体における男女の地位の平等感について、「男性の方が非常に優遇されている」又は

「どちらかといえば男性の方が優遇されている」と回答した割合は78.7％となっている。
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（備考）１．内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成21年10月、平成24年10月、平成28年９月、令和元年９月、令和４年11月調査）より作成。
２．平成28年以降の調査は、18歳以上の回答者による結果。平成24年以前の調査は、20歳以上の回答者による結果。
３．今回調査から、調査方法が個別面接聴取法から郵送法に変更となったため、質問文や選択肢が同じでも、過去の調査結果との比較はできない（過去の結果は「参考値」）。
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社会全体における男女の地位の平等感参考資料40

○社会全体における男女の地位の平等感について、「男性の方が非常に優遇されている」又は
「どちらかといえば男性の方が優遇されている」と回答した割合は、男女別でみると女性
85.4％、男性71.1％となっている。
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